
米原市中期財政計画

   令和９年度（2027年度）～ 令和13年度（2031年度）

令和８年10月

米原市



－ 1 －



第１章　財政計画策定の意義および目的

　　　１　財政計画策定の意義　　………………………………………………………

　　　２　財政計画策定の目的　　………………………………………………………

第２章　財政計画策定の基本的な考え方　

　　　１　計画期間　　……………………………………………………………………

　　　２　会計単位　　……………………………………………………………………

　　　３　計画の見直し　　………………………………………………………………

　　　４　歳入・歳出の試算方法　　……………………………………………………

第３章　本市の財政状況について

　　　１　主な歳入の状況　　……………………………………………………………

　　　２　主な歳出の状況　　……………………………………………………………

　　　３　基金残高の状況　　……………………………………………………………

　　　４　市債残高の状況　　……………………………………………………………

　　　５　経常収支比率の状況　　………………………………………………………

　　　６　主要な財政指標等の状況　　…………………………………………………

第４章　今後の財政収支

　　　１　推計方法　　……………………………………………………………………

　　　２　歳入の推移　　…………………………………………………………………

　　　３　歳出の推移　　…………………………………………………………………

　　　４　歳入歳出の収支見込　　………………………………………………………

　　　５　基金残高の推移　　……………………………………………………………

　　　６　市債残高の推移　　……………………………………………………………

　　　７　経常収支比率の推移　　…………………………………………………

　　　８　年度別財政収支計画　　………………………………………………………

第５章　持続可能な財政構造を目指して

　　　１　持続可能な財政構造への転換に向けた取組　　……………………………

　　　２　まとめ　　………………………………………………………………………

第６章　財政用語の説明

　　　１　予算関係　　……………………………………………………………………

　　　２　歳入関係　　……………………………………………………………………

　　　３　歳出関係　　……………………………………………………………………

　　　４　決算関係　　……………………………………………………………………

　　　５　財政指標　　……………………………………………………………………

19

20

22

24

25

18

5

6

7

7

8

9

10

11

18

12

13

14

14

15

16

4

4

目　　　　　次

4

4

4

4

－ 2 －

- 3 -



１　財政計画策定の意義

　

　

　

　

　

　

　

２　財政計画策定の目的

１　計画期間

２　会計単位

　　普通会計（一般会計）とします。

３　計画の見直し

４　歳入・歳出の試算方法

　

　令和９年度（2027年度）から令和13年度（2031年度）までの５年間とします。

第１章　財政計画策定の意義および目的

第２章　財政計画策定の基本的な考え方

本市では、平成19年６月に、まちの憲法である米原市自治基本条例（平成18年米原市条例
第43号）の理念に基づき、第１次米原市総合計画を策定しました。その後、平成28年９月に
は第２次米原市総合計画を策定し、これからの未来にふさわしい米原市の創造に向けた取組
を進めてきました。

しかしながら、過去に例のない少子高齢化の進展や医療の高度化に伴う社会保障関係経費
の増加に加え、公共施設の老朽化に伴う大規模改修、伊吹山の復旧と保全再生、異常気象に
よる集中豪雨など激甚化する自然災害への対応等、行政経費はこれまでにも増して増加傾向
にあります。こうした厳しい状況において、持続可能な行政運営を展開するためには、健全
な財政運営と財政基盤の更なる強化が必要不可欠です。

そのためには、米原市の財政の現状を正確に把握・分析し、健全な財政運営を継続してい
くために必要となる歳出の削減や基金、市債の計画的な活用などに関する方針等を定め、不
断の取組を実行しなければなりません。

よって、財政の健全性を確保し、今後の財政運営や予算編成の目標・指針とするため、中
期財政計画を策定します。

　前年度の決算状況や当該年度の予算編成方針の作成等に合わせ、毎年度、見直します。

財政計画の目的を踏まえ、歳入については予算科目別に試算し、歳出については性質別の
体系で試算します。なお、試算方法については、令和９年度から令和11年度までの３年間は
第３次米原市総合計画アクションプランをベースとし、令和12年度以降は、継続が見込まれ
る事業や経常的経費の伸び率等を考慮します。

中期的な財政収支を推計し、これを基に現在および将来における課題を捉え、財政運
営の健全性を確保するための方策を明らかにします。

（１）

中期的な視点から、健全財政を維持しながら第３次米原市総合計画の実効性を確保す
るための指針とします。

市民等に財政に関する情報を幅広く提供し、米原市の行財政運営への理解を深めるも
のとします。

将来の財政収支を明らかにし、米原市の収入に見合う適正規模に応じた予算編成や予
算執行に当たっての指針とします。

（２）

（３）

（４）
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１　主な歳入の状況

平成28年度から令和７年度までの10年間の普通会計における歳入決算額と構造分析を含めた

歳出決算額の推移、基金・市債残高の推移、財政指標の推移は、次のとおりとなっています。

（１）自主財源
市の自主財源の根幹をなす市税収入は、平成27年度および令和元年度の法人市民税法人税

割の税率改正や、令和２年度の新型コロナウイルス感染症の影響に伴う税の徴収猶予等によ
る減少はあったものの、令和３年度以降はおおむね66億円前後で推移しています。なお、令
和７年度は、定額減税の終了等に伴う個人市民税所得割の増加や、主要企業の設備投資の進
展等による固定資産税の増加により、令和６年度に比べて約2.1億円増加し、約67.4億円とな
りました。

（２）依存財源
地方交付税は、普通交付税の合併算定替の縮減等の影響もあり、平成28年度から令和２年

度まではおおむね56億円前後で推移していましたが、社会保障関係経費や経済対策等による
歳出の増加に対応するため、近年は増加傾向にあります。なお、令和７年度は、市民税や固
定資産税の増加等により基準財政収入額が増加したものの、臨時財政対策債振替額の皆減や
国の補正予算に伴う再算定による基準財政需要額の伸びもあり、令和６年度に比べて約2.9億
円増加し、約69.7億円となりました。

国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策により令和２年度に大きく増加しました
が、その後は減少し、令和４年度以降はおおむね35億円前後で推移しています。令和７年度
は、普通建設事業費の減少に伴い国庫支出金が減少したものの、児童手当交付金の増加や物
価高対応子育て応援手当支給事業費補助金の皆増などにより、令和６年度に比べて約0.2億円
増加し、約36.9億円となりました。

市債は、本庁舎整備事業等により令和２年度が合併以後最高となりましたが、以降は減少
傾向にあります。令和６年度は、小中学校施設整備事業や消防庁舎移転統合整備事業等によ
り一時的に約26.2億円まで増加しましたが、令和７年度はこれらの事業の進捗等により、令
和６年度に比べて約13億円減少し、約13.2億円となりました。

第３章　本市の財政状況について
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２　主な歳出の状況

（３）その他経費
補助費等ほかは、将来の財源不足や施設整備等に備えるための基金積立や一部事務組合の

施設整備負担金等により増加傾向にあります。一方、令和７年度は、市有地の売却収入の減
少に伴う基金積立金の減少などにより、令和６年度に比べて約17.9億円減少し、約51.4億円
となりました。

（１）義務的経費
人件費は、定員適正化計画に基づく職員数の管理により、おおむね30億円前後で推移して

いましたが、令和２年度から会計年度任用職員制度の導入により増加しています。なお、令
和７年度は、人事院勧告に伴う給料表の改定や地域手当の支給開始などにより、約46.6億円
となりました。

扶助費は、少子高齢化の進展等に伴う社会保障関係経費が増加傾向にあり、令和３年度以
降は、物価高騰への対応のための給付金の支給等により大幅に増加しています。令和７年度
は、児童手当制度の改正や、物価高対応子育て応援手当の支給等より、令和６年度に比べて
約0.8億円増加し、約39.7億円となりました。

公債費は、積極的な繰上償還の実施により定時償還額は減少傾向にありましたが、本庁舎
整備や一部事務組合の施設整備等により、近年は増加傾向にあります。なお、令和７年度
は、決算剰余金の２分の１の額を繰上償還の財源に充てず、財政調整基金に積み立てたこと
から、令和６年度に比べて約4.3億円減少し、約22.1億円となりました。

（２）投資的経費
普通建設事業費等は、平成30年度から令和２年度までにかけて本庁舎整備事業を実施した

ほか、道路・橋りょうや学校教育施設などの公共施設の長寿命化対策を計画的に実施してい
ることから、高い水準で推移しています。なお、令和７年度は、坂田小学校長寿命化工事の
事業進捗に伴う事業費の減少や、市民交流プラザ空調設備改修工事の完了等により、令和６
年度に比べて約11億円減少し、約27.7億円となりました。

第３章　本市の財政状況について
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３　基金残高の状況

４　市債残高の状況

市債には、公共施設など長期にわたって市民に利用されるものについて、世代間における
負担の公平性と財政負担の平準化のために借入する建設事業債等と、地方交付税の振替措置
として地方公共団体が借入する臨時財政対策債があります。

市債残高は、本庁舎整備等により令和２年度末残高が合併以後最高の約270.5億円となりま
したが、以降は市債の借入額が償還額を下回っており、減少傾向にあります。なお、令和７
年度は、建設事業の減少に伴い市債の新規借入額が減少したことから、残高は約7.2億円減少
し、約248億円となりました。

市債の借入に当たっては、償還額の全額が地方交付税措置される臨時財政対策債をはじ
め、後年度に地方交付税措置されるものを積極的に活用してきましたが、地方自治体が自ら
の責任において行う借金であることには変わりはありません。持続可能な財政運営を行うた
めには、将来の公債費負担を正確に見極めた計画的な市債の借入と、市債管理基金の適切な
活用を行うことが必要となります。

各種基金については、将来の財源不足への対応のため、また、公共施設や学校教育施設等
の長寿命化、地域振興や地域福祉の向上等を目的とするために積み立てて管理しています。

基金残高は、平成28年度から令和２年度までは約150億円前後で推移していましたが、今
後の施設老朽化等への対応を見据え、公共施設等整備基金等への積極的な積立てを行ってき
ました。令和７年度は、決算剰余金の２分の１の額を財政調整基金に積み立てましたが、施
設整備等の財源とするためにその他特定目的基金を取崩したことから、定額運用基金を含む
基金残高は、令和６年度と同程度の約181億円となりました。

第３章　本市の財政状況について
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５　経常収支比率の状況

経常一般財源は、緩やかな景気回復による税収の増加および国の地方財政計画による地方
交付税の増加等により、増加傾向にあります。令和７年度は、普通交付税の追加交付、定額
減税の終了等に伴う個人市民税の増加、主要企業の設備投資の進展等による固定資産税の増
加等により、令和６年度に比べて約3.5億円増加し、約141.1億円となりました。

第３章　本市の財政状況について

経常経費充当一般財源は、人件費、扶助費、公債費の義務的経費が増加しており、近年
は、物価高騰の影響により物件費等も増加しています。令和７年度は、人事院勧告に伴う給
料表の改定や、地域手当の支給開始等による人件費の増加等により、令和６年度に比べて約
8.6億円増加し、約135億円となっています。

経常収支比率は、経常一般財源よりも経常経費充当一般財源の増加が大きいことから、近
年は上昇傾向にあります。なお、令和７年度は3.8ポイント増加し、95.7％となりました。
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６　主要な財政指標等の状況

【米原市の主要財政指標】 （単位：％）

【類似団体の主要財政指標】 （単位：％）

※本市と同類型（Ⅰー２）となる類似団体平均値を掲載

H28

4.8

0.55

H30 R1

4.9 5.0

87.7

普通交付税の交付基準となる財政力指数は、平成28年度からは減少傾向にあり、令和７年
度は0.51となり、令和６年度と比較して0.1ポイント減少しました。財政力指数は、自主財源
割合の参考となる指標であり、税収等の増加に伴う基準財政収入額の伸びに対し、行政事務
の遂行に必要な経費を表す基準財政需要額の伸びが上回っている状況にあります。

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、令和７年度は95.7％となり、前年度に比べて3.8
ポイント増加し、合併以後最も高い数値となりました。これは、前年度に比べて人件費など
の経常一般財源が増加したことなどが要因です。今後も人件費、扶助費、公債費の義務的経
費の増加が見込まれることから、安定した財政運営に必要な財源の確保に努めなければなり
ません。

市債返済の負担の程度を示す実質公債費比率は、市債管理基金の取崩額を減額したことに
よる特定財源の減少および分子において下水道事業の地方債償還に充当する繰出金（準元利
償還金）の増加などにより、単年度では0.8ポイント増加しましたが、３か年平均では0.5ポ
イント改善し、過去最低の3.6％となりました。今後も過年度に実施した投資事業の元金償還
の開始や借入利率の上昇に伴う公債費の増加が見込まれることから、引き続き指標の動向を
注視していく必要があります。

将来負担すべき実質的な負債等の程度を表す将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担
額を上回っており、平成27年度から「算定されない」という結果になっています。財政運営
の安定性を長期にわたって維持するには、インフラ更新需要等の将来にわたる負担への的確
な対応が求められるため、公営企業会計等を含めた連結ベースでの財政構造の改善に取り組
む必要があります。
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第３章　本市の財政状況について

8.3
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１　推計方法

【歳入】

【歳出】

　近年の社会保障経費の伸びを基本として推計しています。

　今後の職員の退職・採用を勘案し、推計しています。

　令和７年度までに借入した市債の償還計画に加え、今後の市債借入
分を見込んだ上で償還額を推計しています。

　臨時的に支出する経費を考慮し、推計しています。

推　　　計　　　方　　　法

　市税

　その他の支出 　令和７年度決算額や令和８年度決算見込額を基本に推計しています。

　扶助費

　その他の収入

推　　　計　　　方　　　法

　令和７年度決算額や令和８年度決算見込額を基本に推計しています。

　補助費等

第４章　今後の財政収支

湖北地域消防組合負担金（消防施設整備事業分）、湖北広域行政事
務センター負担金（新施設整備事業分）等、臨時的に支出する経費を
考慮し、推計しています。

　繰出金

　公債費

　市債

一部制度改正が明らかとなっているものは、これを反映させて推計
していますが、その他については、現行制度が継続するものとして推
計しています。

　普通建設事業費
脱炭素先行地域づくり事業や学校教育施設等長寿命化事業をはじ

め、総合計画アクションプランにおける計画事業費を精査し、推計し
ています。

　地方財政計画の内容等を勘案し、推計しています。

　物件費

　決算見込みによる繰越金を翌年度に計上しています。

一時的または将来的な負担を考慮し、財政調整基金、市債管理基金
および公共施設等整備基金などの特定目的基金の活用を含めて推計し
ています。

項　　　　　目

項　　　　　目

現時点で明確になっている税制改正等の影響を勘案し、推計してい
ます。

　繰越金

　繰入金

　国庫支出金
　県支出金

　人件費

普通交付税は、合併特例債や臨時財政対策債などの償還額が算入さ
れているものとして推計し、基準財政収入額は、各歳入費目の見込み
を用いて試算しています。

　譲与税・交付金

現行の地方財政制度を勘案し、各地方債事業については終期が示さ
れていない場合は、現行制度が継続するものとして推計しています。

　地方交付税

高齢化の進展に伴う介護給付費や医療費の増加を見込み、推計して
います。

財政収支の推計方法について、令和11年度までは令和７年度決算額、令和８年度決算見込
額および第３次米原市総合計画アクションプランをベースとし、令和12年度以降は継続を予
定している事業や経常的経費の伸び率等を考慮した財政見通しとして推計しています。

また、今後の制度改正や事業の見直し等に伴い変動が生じることが見込まれますが、詳細
が不明な点が多いことから、現行の税制度や地方財政対策等を前提として推計しています。
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２　歳入の推移

（１）自主財源
市税は、生産年齢人口の減少等により減収となる要因はあるものの、緩やかな景気回復や

賃上げによる個人所得の増加、企業の設備投資の進展等により、令和８年度は増加し、その
後は約69億円で推移するものと見込んでいます。

繰入金は、公共施設や学校教育施設の長寿命化事業、道路の新設改良事業等を計画的に進
めるため、公共施設等整備基金や教育施設整備基金、交通対策促進基金などを取り崩して活
用します。また、財源不足への対応や市債の償還に備え、財政調整基金および市債管理基金
を取り崩して活用するため、基金繰入金が高い水準で続くものと見込んでいます。

（２）依存財源
地方交付税は、算定の基礎となる人口の減少による影響が見込まれるものの、近年の地方

財政計画において地方交付税総額が増加傾向にあることや、一部事務組合の施設整備に伴う
地方債の元利償還金に対する地方交付税措置額の増加等により、令和９年度以降は緩やかに
増加するものと見込んでいます。

市債は、地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の借入はないものとし、投資的事業
の財源として一定の借入額を見込んでいるところですが、世代間負担の公平性を保つため、
地方交付税措置の無い市債の借入額も一部計上しています。

第４章　今後の財政収支

6,741 6,826 6,907 6,892 6,878 6,861 6,843

849 816
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（１）義務的経費
民間企業における賃上げ等を踏まえた給与改定等による人件費の増加や、高齢化の進展、

子育て支援ニーズの多様化等に伴う社会保障関係経費の増加を見込んでいます。また、公債
費は、元金償還金が約20億円で推移しますが、借入金利の上昇により利子償還金が増えるた
め、増加するものと見込んでいます。

（２）投資的経費
学校教育施設や社会福祉施設をはじめとする市の公共施設の長寿命化・改修事業、米原駅

東西自由通路改修事業等の支出が見込まれるため、高い水準で続くものと見込んでいます。

（３）その他経費
湖北地域消防組合の伊香消防署庁舎整備事業等および湖北広域行政事務センターの新廃棄

物処理施設整備に伴う負担金の増加を見込んでいます。

３　歳出の推移
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参考までに、アクションプランの概算費用を財源調整せずに反映したグラフを掲載します。
単年度の収支不足額は、中期財政計画期間内で合計約28億円となる見込みです。

４　歳入歳出の収支見込

第４章　今後の財政収支

歳入歳出の収支見込は、事業の適正化、平準化による歳出抑制、財政調整基金および市債
管理基金の取崩しによる財源調整を行うことで、収支を維持しています。なお、財政調整基
金等の取り崩しによる財源調整を行わない場合、令和９年度から財源不足が発生し、令和13
年度までの財源不足の累計は約28億円に及ぶ見通しです。
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５　基金残高の推移

　※上表の基金には、土地開発基金等の定額運用基金を含めていません。

10

21,77225,959 22,722

1,136

8

755

23,531

基金取崩額

821基金積立額 829

25,836

828 1,163

7

620

831899

1,251

基金残高

11

945

26,856 24,742

1,250

12

839

年度 9

６　市債残高の推移

13

974

市債の借入額は、普通建設事業費の増減にあわせて推移し、令和11年度の約18億円をピー
クに、その後は普通建設事業費の減少に伴って減少するものと見込んでいます。なお、市債
の元金償還額が借入額を上回るため、市債残高は減少していくものと見込んでいます。

第４章　今後の財政収支

基金全体の推移は、普通建設事業や財源不足等の財源調整として基金を取り崩して対応す
るため、令和８年度以降は減少し、定額運用基金を含めた令和13年度末残高は約142.3億円
となる見込みです。

特に、特定目的基金において、公共施設の整備や学校教育施設の長寿命化、米原駅東西自
由通路改修事業などに公共施設等整備基金をはじめとした各種基金の取崩しを予定してお
り、令和13年度末には約56.4億円となる見込みです。

なお、財政調整基金および市債管理基金は、突発的な災害への対応や年度間の財源の不均
衡の調整、市債の適正管理を行うための基金であり、その活用に当たっては健全な財政運営
を図るため、一定の基準を設けた上で計画的かつ限定的に取崩しを行うこととします。

財政調整基金については、健全な財政運営を維持するために基金残高を注視しつつ取り崩
すこととしています。

市債管理基金については、令和６年度から本庁舎整備に伴う市債の元金償還が本格的に始
まることから、償還金の約半分に当たる１億円を毎年計画的に取り崩すこととします。ま
た、湖北広域行政事務センターの新施設整備に伴う借入金の元金償還が令和９年度から開始
となる見込みであり、以降は借入金の償還金のため、負担金の増加が見込まれることから、
令和12年度から１億円を追加で取り崩す予定です。
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７　経常収支比率の推移

第４章　今後の財政収支

経常一般財源は、市税や普通交付税の緩やかな増加により、増加傾向で推移する見込みで
す。

経常一般財源充当額は、過年度の投資事業による市債償還額の増加や医療給付費等の増加
による特別会計への繰出金の増加等が見込まれるため、増加傾向で推移する見込みです。

経常収支比率は、分母となる経常一般財源の増加が見込まれますが、分子となる経常経費
充当一般財源等の増加がこれを上回ると見込まれることから、悪化傾向で推移する見込みで
す。
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８　年度別財政収支計画

（単位：百万円）

※各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入したものであるため、その内訳は合計と一致しない場合があります。
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８　年度別財政収支計画

（単位：百万円）

※各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入したものであるため、その内訳は合計と一致しない場合があります。
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１　持続可能な財政構造への転換に向けた取組

　

　

　

　

　

　

　

　➢ 施策・事業の「選択と集中」の強化

　➢ 業務改革による施策・事業の廃止・統合

　➢ 補助金等の整理・合理化

　➢ 公共施設等の再編・長寿命化

　➢ 行財政マネジメントシステムの活用

　➢ 民間活力等の活用

　➢ 効果的・効率的な執行体制の確立

　➢ 経常的経費の削減・合理化

　➢ 安定的な税財源の確保

　➢ 市税等の収納対策の強化

　➢ 受益者負担の適正化

　➢ 公有財産の有効活用・処分

　➢ 国・県支出金の獲得

　➢ ふるさと納税制度の活用

　➢ 特別会計および公営企業会計の経営健全化

　➢ 市民活力等の多様な担い手との協働

２　まとめ

　

　

　

　

　

　

　

　

　

第５章　持続可能な財政構造を目指して

人口減少や少子高齢化の進行により、今後も厳しい財政運営が見込まれる中、急激な人口
減少の抑制に取り組むとともに、人口減少や資源制約といった避けることのできない社会構
造の変化にも的確に対応していく必要があります。

そのため、限られた財源を効果的かつ効率的に活用し、市民ニーズに的確に応えながら、
地域や暮らしの質の向上と持続可能な地域社会の実現につなげていくことが重要です。

併せて、事業の必要性や効果を十分に検証し、より一層の選択と集中を進めるとともに、
部署間の連携による業務の効率化や行財政改革を徹底する必要があります。更に、最小の経
費で最大の効果を上げる観点から、職員一人一人が高いコスト意識を持ち、社会情勢の変化
に柔軟かつ機動的に対応しながら、地域や市民との協働、民間活力の活用など、これまでの
手法にとらわれない工夫を重ねることで、持続可能な行財政基盤の確立を目指します。

令和13年度までの財政収支の見通しでは、歳入は、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少
や近年の国際情勢、国の財政状況等を踏まえると、市税等の大幅な増収は見込みにくい状況
にあります。

一方、歳出は、人件費、扶助費、公債費などの義務的経費が増加傾向にあることに加え、
老朽化が進む公共施設等の維持や更新に必要な投資的経費も引き続き見込まれることから、
歳入の伸びを上回って必要経費が増加することが想定されます。このため、今後も極めて硬
直的な財政運営が続く見込みです。

今後、限られた財源の中で、必要とされる市民サービスを提供するためには、既存事業の
徹底的な見直しを行うことはもとより、市税等自主財源の確保につながる方策の検討、資金
調達方法の新たな開拓などの積極的で多様な財源確保に努め、漫然と基金の繰入金に依存す
ることなく収支の均衡を図るとともに、過大な後年度負担とならないよう留意し、健全な財
政運営を行う必要があります。

こうした状況を踏まえ、今後も持続可能な財政基盤を維持していくため、次の取組方策を
重点的に推進します。

具体的な取組方策項目

　① 行政資源配分の最適化

　② 内部努力の更なる徹底

　③ 財源の積極的な確保

　④ 自主的・自立的な行財政運営
　　 の推進
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１　予算関係

　・財政調整基金
　　　　　　　　　年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。

　・市債管理基金
　　　　　　　　　
　　　　　　　　

　・特定目的基金

　・定額運用基金

このうち、財政調整基金および減債基金（市債管理基金）
を除いた基金を「特定目的基金」「定額運用基金」として区
分します。

　一般会計

　特別会計

　公営企業会計

　当初予算

　補正予算

　基金

市の行政を運営するための基本的な経費を計上している会
計です。

特定の事業を行うために特定の歳入歳出を一般の歳入歳出
と区別して別個に経理するための会計のことです。

米原市では国民健康保険事業、介護保険事業および後期高
齢者医療事業の３つの特別会計を設置しています。

水道事業、交通事業、ガス事業など地方公共団体が経営す
る企業の会計のことをいいます。使用料など、その事業にお
ける収入でその事業をまかなう独立採算が原則です。
　米原市では水道事業と下水道事業を設置しています。

年度開始前の３月に議会の議決を経て定められる、１会計
年度（４月１日から翌年３月31日まで）全体の基本的な予算
です。

年度途中における災害や法改正などの状況の変化に対応す
るため、当初予算を増額または減額する予算です。年４回開
会される議会の定例会（６月、９月、12月、３月）や緊急の
場合には臨時議会に提出され、議決を経て定められます。

特定の目的のために積み立てた資金や維持する財産または
定額の資金を運用するために設ける資金や財産のことです。

市債の償還および市債の適正な管理に必要な財源を確保
し、財政の健全な運営を行うための基金です。

特定の目的のために資金を積み立てるための基金であ
り、米原市では公共施設等整備基金、教育施設整備基金
などを設置しています。

特定の目的のために定額の資金を運用するための基金で
あり、米原市では土地開発基金、物品調達基金などを設
置しています。

説　　　　　　　　　　明

第６章　財政用語の説明

区　　　分
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２　歳入関係

　分担金／負担金

　市税

　地方譲与税

　利子割交付金

　配当割交付金

　使用料／手数料

　株式等譲渡所得割交付金

　法人事業税交付金

　地方消費税交付金

　環境性能割交付金

　地方特例交付金

　地方交付税

　交通安全対策特別交付金

市民の皆さんや市内に事務所などを持つ法人などに納めて
いただく税金で、一般会計における収入の約３割を占める最
も重要な収入です。

第６章　財政用語の説明

株の配当金などに課税される税金（配当割）の一部を、市
の個人県民税に応じて県が交付するお金です。

地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人
住民税法人割の減収分の補てん措置として、法人事業税の一
部を県が交付するお金です。

区　　　分

住宅借入金特別税額控除による減収を補うために交付され
る個人住民税減収補塡特例交付金のほか、令和８年度は、自
動車税減収補塡特例交付金があります。

全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受け
られるように、国税（所得税、法人税、酒税、消費税）およ
び地方税（地方法人税）の一定割合を、市の財政規模などに
応じて配分される地方固有の財源です。

地方揮発油税、自動車重量税など国税として徴収したもの
を市の道路の延長や面積など一定の基準に応じて市に譲与さ
れるお金です。

交通違反による反則金などの一部を市内の交通事故発生件
数や市の道路の延長に応じて、国が市に対して交付するお金
です。

市の行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度
として徴収させていただくものです。

使用料は、行政財産の目的外使用または、公の施設の使用
に対し、維持管理費の限度内で、利用の対価として使用者か
ら徴収させていただくものです（体育館の使用料、公営住宅
の家賃など）。

手数料は、特定のもののために行う事務に要する経費相当
分を徴収させていただくものです（戸籍・住民票等の交付手
数料など）。

預金利子などの所得に課税される税金（利子割）の一部
を、市の個人県民税に応じて県が交付するお金です。

株式譲渡によって所得が発生した場合に課税される税金
（株式等譲渡所得割）の一部を、市の個人県民税に応じて県
が交付するお金です。

地方消費税の一部を、市の人口や従業者数に応じて県が交
付するお金です。

自動車の取得に対して課税される自動車税環境性能割の一
部を、市道の面積、延長に応じて県が交付するお金です。

国が減税を行ったことにより、市の税収が減少した分を補
うために国が交付するお金です。

説　　　　　　　　　　明
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２　歳入関係

　繰入金 　市の基金や特別会計から繰り入れるお金です。

　繰越金 　前年度の決算上余ったために繰り越されたお金です。

第６章　財政用語の説明

　財産収入

　寄附金

　諸収入

　市債

　臨時財政対策債

国と市が共同で行う事業の経費を、あらかじめ定めた経費
負担の区分に基づいて、国が市に対して支出するものです。
負担金、委託費、特定施設の奨励、財政援助のための補助金
などがあり、原則として使い道が決められています。

県が市に対して支出するお金です。県独自の施策として単
独で交付するものと、国庫支出金を県が経費の全部または一
部として交付するもの（間接補助金）があります。国庫支出
金と同様、使い道が決められています。

市が所有している財産（建物、土地など）の貸付け・売払
いなどにより得る収入です。公用地の売払収入や基金積立金
の利子などです。

金銭または特定の財産を給付するもので、民法上の贈与と
呼ばれているものです。使い道が特定されない一般寄附金
と、使い道が限定された指定寄附金があります。

収入の性質により、他の区分（科目）に含まれない収入を
まとめたものです。

学校や道路などを建設する場合のように、多額の経費が必
要となる時に、その資金を調達する長期的な借入金です。長
期にわたって市民の皆さんに利用いただけるので、将来の負
担を分け合う働きがあります。

国の財源不足を理由に地方交付税が減額となった際に、市
が不足する一般財源に対処するために借入する市債です。こ
のため元利償還金は後年度の地方交付税で100％措置される仕
組みとなっています。

　国庫支出金

　県支出金

説　　　　　　　　　　明区　　　分
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３　歳出関係

　[目的別分類]

　　歳出を、行政目的によって分類したものです。行政サービスの大まかな予算の比重を知るこ

　とができます。

　議会費 　議会の運営に使われる経費です。 

　労働費 　勤労者の支援に使われる経費です。

　商工費 　商業や工業の振興、観光事業などに使われる経費です。

　消防費

　災害復旧費 　災害によって生じた被害の復旧に使われる経費です。

道路や河川、公園などの整備、都市計画など、まちづくり
のために使われる経費です。

教育環境の向上や学校施設の管理、生涯学習の充実、文化
やスポーツの振興などのために使われる経費です。

道路や学校の建設などのために借り入れた市債（借金）を
返済するための経費です。

支出の性質により他の科目に含まれない経費をまとめたも
のです。

予算編成時に予期しなかった予算外の支出が生じた場合や
歳出予算計上額が不足した場合に対応するため、準備してお
く費用のことです。

　衛生費

　総務費

　諸支出金

　公債費

　教育費

　土木費

市の全般的な管理を行うための事務経費です。市が所有す
る土地や建物などの財産の維持管理、人事管理、広報などに
使われます。

市民の皆さんの一定水準の生活と安定した社会生活を保障
するため、障がいのある人や高齢の人に対する福祉の充実、
児童手当の支給や認定こども園の運営などの子育て支援に使
われる経費です。

市民の皆さんの健康や衛生的な生活環境を守るために、各
種の健康診断や予防接種、環境対策、ごみの収集・処理など
に使われる経費です。

農業、林業、漁業の振興や農道・林道の維持整備のために
使われる経費です。

　農林水産業費

第６章　財政用語の説明

　民生費

区　　　分 説　　　　　　　　　　明

　消防や火災予防など、災害対策のために使われる経費です。

　予備費
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３　歳出関係

　[性質別分類]

　　歳出を、経済的性質を基準として分類したものです。分類の結果から、財政の健全性・弾力

　性を測定することができます。

　災害復旧事業費 　災害によって生じた被害の復旧に必要な経費です。

　積立金 　年度間の財源変動に備えて積み立てる経費です。

第６章　財政用語の説明

職員の給与、議員の報酬、会計年度任用職員の給与および
報酬などの経費です。

市が支出する消費的性質の経費です。旅費、交際費、需用
費、役務費、備品購入費、報償費、委託料、使用料および賃
借料、原材料費などが該当します。

市が管理している公共施設や道路などを維持するための経
費です。

生活保護法、児童福祉法等に基づいて、被扶助者に対して
生活を維持するために支出される経費（生活保護費、児童手
当など）や、市が単独で行っている各種扶助のための経費で
す。

市から他の地方公共団体（県、市町村、一部事務組合な
ど）や民間などに対して、行政上の目的により交付する経費
です。主なものとして、講師謝金などの報償費、保険料など
の役務費、負担金補助および交付金（一般的な補助金）など
が該当します。

道路、橋、学校など、公共施設の改良や新増設の建設事業
に必要とされる経費です。

道路や学校の建設などのために借り入れた市債（借金）を
返済するための経費です。

財産を有利に運用するための国債などの取得や、公益上の
必要性による会社の株式取得などに要する経費です。このほ
か、財団法人設立の際の出捐金や、開発公社などへの出資も
該当します。

会計相互間（一般会計から特別会計など）において支出す
る経費です。定額の資金を運用するための基金への積立金も
ここに含まれます。

　人件費

　物件費

　維持補修費

　扶助費

　補助費等

　普通建設事業費

　公債費

区　　　分 説　　　　　　　　　　明

　繰出金

　投資および出資金
　貸付金
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４　決算関係

区　　　分

地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計、公営企業会
計によって構成されていますが、地方公共団体ごとに各会計
の範囲が異なっています。そのままでは財政比較や統一的な
把握が困難なため、一般会計と公営企業会計を除く特別会計
を合わせて、地方財政統計上、統一的な基準で比較できるよ
う用いられる会計区分です。
　米原市では、一般会計のことをいいます。

市が自主的に収入できる財源です（市税、分担金および負
担金、使用料および手数料など）。

自主財源の多寡は、行政運営の自主性と安定性を確保でき
るかどうかの尺度となるので、できる限り自主財源の確保に
努めることが重要です。

国や県の基準に基づいて、交付されたり割り当てられたり
する、市独自で収入額を決められない財源です（地方交付
税、地方譲与税、国庫支出金、県支出金、市債など）。

使い道を特定する必要がなく、どのような経費にも使用す
ることができる財源です（市税、地方譲与税、地方交付税、
地方特例交付金など）。

使い道が特定されている財源です（分担金および負担金、
国庫支出金、県支出金、市債など）。

　普通会計

　自主財源

　依存財源

　一般財源

　特定財源

説　　　　　　　　　　明

第６章　財政用語の説明

- 24 -



５　財政指標

実質収支額
ｘ100

標準財政規模

標準的な財政運営に必要となる一般財源のうち、自主財源
（自ら調達できる財源）がどのくらい確保できるかという割
合を表します。財政力指数が１に近い、あるいは１を超える
ほど財源に余裕があることになります。１を超えると普通交
付税は交付されません。

　標準財政規模

　健全化判断比率

　一般会計等

歳入と歳出の差引き額（決算額）です。当該年度の（出納
閉鎖期日における）収入された現金と支出された現金との差
額を表します。

歳入と歳出の差引き額（形式収支）から翌年度へ繰り越す
べき財源（繰越明許費繰越額など）を除いた額です。

その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる
一般財源の規模です。通常水準の行政サービスを提供する上
で必要な一般財源の目安となります。

実質収支の標準財政規模に対する割合です。一般的には、
３％から５％が望ましいと考えられています。

経常的に支出する経費（人件費や公共施設の維持管理経費
など）に、一般財源（市税や国からの譲与税など）がどの程
度使われているかを表します。この数値が高いほど、一般財
源の多くが経常的な経費に使われていることとなり、突発的
な支出に対応するための財源に余裕が少なく、柔軟な財政運
営が困難であることを表します。市で80％を超えると、財政
構造は弾力性を失いつつあると考えられています。

区　　　分 説　　　　　　　　　　明

第６章　財政用語の説明

＝

　形式収支

　実質収支

今後償還すべき地方債現在高が標準財政規模に対してどの
程度になっているのかを見るための指標です。将来の公債費
負担や地方債借入可能額を把握する際の指標として使われま
す。

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率および
将来負担比率の４指標の総称です。地方公共団体は、この健
全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合には、
財政健全化計画または財政再生計画を策定し、財政の健全化
を図らなければなりません。財政の早期健全化や再生の必要
性を判断するほか、他団体と比較することにより財政状況を
客観的に表すものです。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律における実質赤
字比率の対象となる会計で、公営企業会計以外のものが該当
します。

　公営企業

地方公共団体が経営する企業で、地方公営企業法の全部ま
たは一部を適用している事業を法適用企業、地方財政法第６
条の規定により特別会計を設けて事業の経理を行っている公
営企業であって、法適用以外のものを法非適用企業としてい
ます。

経常収支比率＝ ｘ100
経常的経費に充当した一般財源

ｘ100

実質収支比率＝

経常一般財源＋減収補填債特例
分＋臨時財政対策債

　地方債現在高比率

　財政力指数
 （３か年平均）

　経常収支比率

　実質収支比率

財政力指数＝
基準財政収入額
基準財政需要額

地方債現在高
標準財政規模

地方債現在
高比率
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５　財政指標

ｘ100

ｘ100

ｘ100

ｘ100

区　　　分 説　　　　　　　　　　明

一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金の標
準財政規模を基本とした額に対する比率です。市債返済額お
よびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を
示します。

この数値が18％以上になると、地方債の借入に国や県の許
可が必要となり、25％以上になると、一般単独事業の起債が
制限されるほか、早期健全化の判断基準となっています。さ
らに、35％以上になると、公共事業等債の起債が制限される
ほか、財政再生の判断基準となっています。

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも
含めて、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財
政規模に対する比率です。一般会計等の市債や将来支払う可
能性のある負担など、現時点での残高を指標化し、将来の財
政を圧迫する可能性の度合いを示す指標となっています。

一般会計等の実質赤字額に相当するもので、公営企業会計
ごとに算定した額のことをいいます。

公営企業会計ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率
です。公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金
収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化度合いを示
す指標となっています。

　資金不足額

　実質赤字額

第６章　財政用語の説明

当該年度に属すべき収入と支出の実質的な差額を見るもの
であり、形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した
額をいいます。

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対す
る比率です。赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合
いを示す指標といえます。

公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額または
資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。全ての会計
の赤字や黒字を合算し、赤字の程度を指標化し、財政運営の
悪化度合いを示す指標となっています。

ｘ100
標準財政規模

標準財政規模ー（元利償還
金・準元利償還金に係る基準
財政需要額算入額）

将来負担額－（充当可能基金
額＋特定財源見込額＋地方債
現在高等に係る基準財政需要
額算入見込額）
標準財政規模ー（元利償還
金・準元利償還金に係る基
準財政需要額算入額）

　連結実質赤字比率

　実質赤字比率

　実質公債費比率
　（３か年平均）

　将来負担比率

　資金不足比率

連結実質
赤字比率

＝
連結実質赤字額
標準財政規模

実質公債費
比率

＝

将来負担
比率

＝

資金不足比率＝
資金の不足額
事業の規模

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

（地方債の元利償還金＋準元利
償還金）－（特定財源＋元利償
還金・準元利償還金に係る基準
財政需要額算入額）
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